






























米国の研究開発関連税制の概要 
 

1. 研究開発関連税制の変遷 

(1) 1981 年経済再建租税法（Economic Recovery Tax Act（ERTA））による導入 

＜導入の経緯＞ 

産業空洞化や研究開発拠点の国外シフトへの懸念を背景として、民間の試験研究を促進するため、試験研究費の増加分の

一定割合を税額控除する制度を導入（5年の時限措置）。 
 

＜内容＞ ～直近３年平均からの増加分の一定割合を税額控除 

�� 直近３年間の試験研究費の平均を超えた増加分と当該年度の試験研究費の 50％のうちのいずれか小さい額の 25％を

税額控除。 

 

(2) 1986 年税制改革法による改正 

控除対象が広範に過ぎ、成果が余り期待できないものまでが含まれている等の認識の下、控除の対象範囲を政府の援助に

相応しい革新的研究に限定するなど措置の縮減を図るとともに、定義を明確化。 

 

2. 現行制度（2004 年迄の時限措置） 

(1) 基準額からの増加分税額控除（R&E Tax Credit：1989 年～） 

＜改正の経緯＞ 

直近３年間の支出額の平均を試験研究費の増加分を計算する際の基準額に用いる上記の方法では、今期の支出額が来期

の基準額に大きな影響を与えるため、必ずしも企業にとって大きなインセンティブとならないとの指摘（ＧＡＯ）等を背景に、増

加分を計算する際の基準額に固定基準を採用。 
 

＜内容＞ ～基準額からの増加分の一定割合を税額控除 
 

84～88年度の適格試験研究費合計 
税額控除額＝ 

 
適格試験研究費 －過去4年度の平均総収入 ×

84～88年度の総収入の合計 
× 20％ 



(2) 代替増加分税額控除（Alternative Incremental Research Credit：1996 年～） 

＜導入の経緯＞ 

上記(1)の増加分税額控除方式では、新興企業や84～88年の間に多くの試験研究費支出を行っていた企業にとってメリットが

小さかったことから、試験研究費の一定割合を税額控除する以下の方法を追加。 
 

＜内容＞ ～売上に対する試験研究費の割合に応じ試験研究費の一定割合を税額控除 
  
当該年度の適格試験研究費 1％超1.5％以下の場合： 当該年度の適格試験研究費の2.65％を税額控除。 

過去4年度の平均総収入 
の比率が、

1.5％超2％以下の場合： 当該年度の適格試験研究費の3.2％を税額控除。 

         2％超の場合： 当該年度の適格試験研究費の3.75％を税額控除。 
 
※(1)と(2)については、企業側の選択制（継続適用）。なお、法人税額の一定割合相当額の控除限度がある。 

 

(3) 基礎研究費支払額に係る税額控除（税制改革法：1986 年～） 

＜内容＞ ～試験研究費の一部である大学や科学研究機関等に対する基礎研究費支払額については、一定額を控除の上

一定割合を税額控除 
 

税額控除額＝（基礎研究費支払額－最低試験研究費）×20％ 

基礎研究費支払額＝基礎研究のために適格機関（大学や研究機関等）に対し支払う額 

最低試験研究費  ＝最低基礎研究費（＝直近３年間の適格試験研究費の平均の１％相当額） 

＋研究維持額（＝直近３年間の適格機関への平均寄付金額－当該年度の寄付金額） 

 

 

 

 


















